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平 成 2 7 年 6 月 1 6 日 本会議発言項目  

 

質 問 項 目 要 旨 

市街地の空き家対策について ① 空き店舗所有者への「甲府市まちな

か不動産バンク」登録と賃貸売買の

働きかけをし、危険な家屋の詳細な

実態調査を行う事は、空き家対策や、

中心市街地活性化策として必要だと

考えますが、当局の御所見を伺いま

す。 

② 中心市街地への空き店舗活用や定住

策として、特に若手ジュエリー職人

の工房出店や定住を、促進する必要

性を感じますが、当局の御所見を伺

います。 

③ 空き家対策の定住促進策としても、

今ある甲府の良さを売り出す、稼ぐ

策として、県の内外に積極的に情報

を発信して行くお考えはあるのか、

当局の御所見をお示しください。 
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〇「市街地の空き家対策について」 

次に「市街地の空き家対策について」お伺いします。 

５月２６日、放置された空き家の撤去や、利活用を促す

「空き家対策特別措置法」が、完全施行されました。所有

者を把握しやすくしたほか、倒壊の危険などがある「特定

空き家」への立ち入り調査や、所有者に対して撤去、修繕

を促す指導、勧告、命令をできるようにしました。また、

固定資産税の優遇措置も打ち切られることとなり、小規模

住宅の場合、固定資産税が６倍となる可能性もあります。 

市施策の空き家対策も、市郊外の「空き家バンク制度」

を始め、中心市街地規定区域内の「まちなか不動産バンク

事業」での、居住用の空き家、事業用の空き店舗を斡旋す

る為のマッチング事業を承知しています。 

甲府中心市街地では民活により芳野ビルの改装を行い、

営業 5 店舗だった他
た

空き店舗に 16 店舗の飲食店を入れ、 

甲府グルメ横丁がオープンされました。また、長らく放置

されていた甲府銀座ビルは 2017 年秋完成で「デュオヒルズ

甲府」建設など、当局の H20 から継続されている中心市街



4 

 

地活性化策推進により、甲府に魅力があるとの期待感から

供給側インセンティブも刺激され、民間投資も始まってお

り、非常に喜ばしい事であります。新たな投資で活性化の

進むことは大切ですが、現在の甲府市内、小規模商用施設

の空き店舗、空き家対策は厳しい状況で、喫緊の課題です。 

H２６年度の規定区域内の空き家と、空き店舗などのおお

まかな状況は、目視での確認で７０軒近く在り、不動産取

扱い件数と合わせれば、全体で概ね１００軒ほどの空き家

や店舗が存在する可能性も有り、今後詳細での調査の必要

性があります。 

何れにしても中心街の店舗、家屋に空き家の多いことは、

早急に対策を要する課題であり、現状の「甲府市まちなか

不動産バンク」登録数も非常に少ない実態であることから、

利用者の申請を待つだけでは不十分だと考えます。 

始めに「空き家対策特別措置法」を鑑み、所有者に対し、

修繕や撤去の指導、勧告、命令をできることから、中心市

街地規定区域内で、リノベーションして住める家屋の詳細

調査を実施する。実施後に、空き家、空き店舗所有者への
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「甲府市まちなか不動産バンク」登録と賃貸売買の働きか

けをし、危険な家屋の詳細な実態調査を行う事は、空き家

対策や、中心市街地活性化策として必要だと考えますが、

当局の御所見を伺います。 

二つ目は、中心街に多い 1 階店舗兼 2 階住居等の建物に

みられる店舗兼住居の構造は、小人数家族向けに適してい

る事であり、所有者から賃貸売買の意思を確認し、県内外

から商売を行いたい若者、子育て世代のＵＪＩターン移住

用の店舗住宅として、税制での優遇措置など勘案し斡旋す

る手立てを創るべきです。そして甲府には「宝石の街甲府」

と言うブランド力と、イメージがある事から、中心市街地

への空き店舗活用や定住策には、特に若手ジュエリー職人

の工房出店や定住を、促進する必要性を感じますが、当局

の御所見を伺います。 

また、中心市街地への空き家、空き店舗へ移住を斡旋す

るなら、金額でないところでアピールする必要もあります。 

若者が住む、生活するにあたっては、中央保育園が近い、

子育てに必要な情報は、まちなか健やかサロン健康教室で
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受けられる。高齢者には介護施設や、市庁舎、県庁も近く、

買い物も便利で、医療機関も街なか近くに在ること。 

コンパクトシティとして充実している点のアピールや、

存在している甲府中心街の良き点や利益を、市や県の内外

に示し、喧伝していく必要性があると思われます。 

空き家対策の定住促進策としても、今ある甲府の良さを

売り出す、稼ぐ策として、県の内外に積極的に情報を発信

して行くお考えはあるのか、当局の御所見を御示し下さい。 

 

○小林和彦 地域政策監 

空き家、空き店舗等を活用した中心市街地の活性化につい

てお答えいたします。 

本市の中心市街地は、官公庁を初め金融機関や商業施設な

ど、多くの都市機能が徒歩圏内に集積しており、利便性の

高い地域であります。 

しかしながら、現在中心市街地には人口減少や景気の低迷

などにより空き家、空き店舗等が数多く存在しており、  

これらを有効に活用し、定住人口や交流人口の増加につな
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げていくことは中心市街地を活性化する上で大変重要であ

ると考えております。 

こうした中本市では、平成２５年度に実施した空き家等

の実態調査のうち、中心市街地に存在する活用の可能性が

ある物件について、本年４月所有者に対し使用実態とバン

ク登録への意向を把握するためのアンケート調査を実施し、

売却や賃貸の希望がある方については、現在甲府市まちな

か不動産バンクへの登録の勧奨等を行っているところであ

ります。 

今後におきましては、公益社団法人山梨県宅地建物取引

業協会や合同会社まちづくり甲府と連携する中で、物件の

掘り起しや円滑なコーディネートができるよう制度の充実

に努めるとともに、中心市街地における空き家、空き店舗

等の利活用の促進に向けましては、税制面での優遇措置も 

含め、引き続きさまざまな観点から検討してまいります。 

一方、管理不全の状態になっている空き家等につきまし

ては、本年６月に立ち上げた甲府市空家等総合対策検討委

員会において、空家等対策の推進に関する特別措置法の趣



8 

 

旨を踏まえ、市民の安全・安心の確保、良好な景観の保全

といった観点から、適切な対応を講じてまいります。 

また、中心市街地への移住等の促進につきましては、  

移住・定住、ＵＪＩターンに関する情報や就職に関する  

情報をワンストップで提供する、やまなし暮らし支援セン

ターと連携し、地方での暮らしを希望する首都圏等の方々

を対象とした移住セミナーなどの開催や、総務省がインタ

ーネット上に開設した全国移住ナビを活用した情報発信な

どを通じ、本市の魅力や暮らしやすさを紹介してまいりま

す。以上でございます。 

 

○堀井 昇 産業部長 

ジュエリー産業を活用した中心市街地の空き店舗活用に

ついてお答えをいたします。 

本市のジュエリー関連産業は、古くから水晶の産地とし

て高い研磨加工技術を習得したことから発展し、世界二大

宝石加工のまちとして数えられるほどの地位を築いてまい

りました。 
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現在においても、このジュエリー関連産業は本市を代表

する地場産業であるとともに、世界に誇れるブランド産業

でもあることから、ジュエリー関連産業の集積による産業

の活性化と雇用対策を“こうふ未来創り重点戦略プロジェ

クト”に盛り込み、施策推進を図っていくことといたしま

した。 

本市におきましては、中心市街地にジュエリーミュージ

アムや宝石美術専門学校など、宝石のまち甲府を象徴する

代表的な施設も立地していることから、周辺の動線上にジ

ュエリー関連店舗や工房などが集積することにより、一層

魅力的なまちになるものと考えております。 

こうしたことから、本年度は中心市街地に若手クリエー

ターが集い、育ち、活躍する場として有効に機能展開がで

きるよう、有識者からのアドバイス等によるプランニング

や空き店舗補助制度の見直しを行うなど基礎固めを行うと

ともに、山梨県や関係団体と連携して国内外に広くＰＲを

行い、ジュエリーのブランド力をさらに高め、空き店舗の

解消と雇用対策につなげてまいります。以上でございます。 
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○佐野弘仁 

ありがとうございました。まず、空き家対策は、特措法

が国より発出公布されたことにより、今までネガ項目であ

った、所有者へのアプローチや、対策の解決速度も、施策

の仕方で飛躍的に上がります。 

これには「まず中心市街地区域内の、狭い限られた限定

地域の空き家、空き店舗対策を成功させること」「成功した

方法や結果、施策ノウハウを、甲府市全域へ水平展開して

全体での対策成功への道筋」にできるものと考えます。 

産業部と企画部でのそれぞれ前向きなご答弁も、空き家

対策から活性化を、庁内各部署それぞれの立場で大目的に

向かって推進されていることは、重要なことであります。 

また経済活動を行う企業体や、業界団体も当局の施策に

呼応し、投資や特化した企業方針を甲府市内中心街へと仕

向けています。愈々
いよいよ

の官民協働の胎動を感じます。 

空き家、空き店舗の対策を行うなかで、県内外から若者

を呼び寄せ、併せ福祉政策も充当させ、住み良いまち甲府

へ、変革し続けて戴きたいことを、要望いたしまして第 2
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の質問は以上で区切りといたします。 


